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1． 背景・目的 

 コンクリートの代表的な課題として，圧縮強度と比

較した際の引張強度の低さと，それに伴う乾燥による

収縮ひび割れの発生の 2つが挙げられる．これらを克

服するために，膨張材を混入したコンクリート（以下，

膨張コンクリート）の研究，活用が行われている(1)．膨

張コンクリートは，膨張材による収縮補償効果だけで

はなく，膨張材を多く混入し，鋼材などで拘束するこ

とで，ケミカルプレストレストコンクリートとしての

効果を得ることができ，コンクリートの性能を向上さ

せることも可能である(2)． 

膨張コンクリートの性能評価を行うためには，入力

値として拘束膨張ひずみの値が必要である．それを測

定するための代表的な手法として JIS A 6202 附属書 2

の拘束膨張試験方法が規格化されており，材齢 7日目

までの拘束膨張ひずみを用いて膨張コンクリートの性

能評価を行っている．しかしながら，ケミカルプレス

トレスコンクリート製品の多くを製造するコンクリー

ト製品工場での製品の保管方法は基本的に気中暴露で

あり，その間に乾燥収縮が進行し，膨張コンクリート

の性能が低下する．そのため，封緘状態での材齢 7日

目までの評価では，膨張コンクリートの正確な性能評

価を行うことはできない． 

本研究では，実環境での性能評価のため，膨張コン

クリートを用いた実部材の乾燥を含めた簡便な性能評

価の手法を検討することを目的とする． 

 

2． 試験概要 

ボックスカルバートの実部材供試体による拘束膨

張試験を行った．膨張材置換量は 50kg/m3 とし，工場

製品と同じ養生を行うため，材齢 1日までの蒸気養生

の後，脱枠を行い，常温で気中曝露して保管した．供

試体は（B）600×（H）600×（L）2000（mm）の全国ボ

ックスカルバート協会規格製品であり，鉄筋は全て

D10 鉄筋を使用した．ひずみの計測は，各部材の上面

と下面以外からの乾燥の影響を受けない供試体中央部

の鉄筋に箔ひずみゲージを貼り付けて計測を行った．

部材の断面形状寸法を図-1に示す．しかしながら，実

務上膨張コンクリート製品のそれぞれにひずみゲージ

を貼り付けて計測を行うことは困難であるため，簡易

的に評価する手法として，同じ条件における円筒缶に

よる拘束膨張試験（以下，円筒法）も合わせて行った．

円筒法の拘束器具として，鋼製軽量型枠（直径 100mm，

高さ 200mmのサミットモールド）を使用し，ひずみゲ

ージは乾燥面からの深さに応じて 33mm，66mm，

100mmの 3箇所に水平方向に貼り付けた．円筒法の供

試体の養生は，材齢 1日までは実部材供試体と同じく

蒸気養生を行った後，脱枠は行わずに，常温で上面 1

面のみ気中曝露して保管した． 

それぞれの材齢において，実部材の部材厚さを円筒

型枠の深さで置き換え，膨張コンクリート部材の乾燥

面からの深さごとに仕事量保存の法則を適用すること

で，円筒法の膨張ひずみから実部材の膨張ひずみの予

測を行った(3)． 

 

3． 試験結果・考察 

円筒法のひずみの実測値を入力値として，実部材供

試体のひずみの値を算出した．このとき，円筒法と実 

 
図-1 実部材供試体の部材断面 
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部材供試体の拘束の違いを考慮するため，単位体積あ

たりの膨張コンクリートが拘束に対してなす仕事量を

用いて計算を行った．仕事量を用いることで，膨張コ

ンクリートそのものがもつ膨張のポテンシャルを評価

することができるため，円筒法の各測定点のひずみか

ら得られた仕事量を深さごとに適用することで，乾燥

の影響を含めた評価が可能になる． 

実部材供試体の拘束膨張ひずみの実測値と，円筒法

の拘束膨張ひずみから求めた実部材供試体の膨張ひず

みの計算値を図-2に示す．図-2の（a）には初期膨張が

ほぼ収束して膨張挙動が落ち着き，なおかつ収縮の影

響が小さい材齢 3日目の値を用いて計算を行った結果

を，（b）には乾燥収縮の影響を受けた後の結果として

材齢 91 日目の結果を示している．円筒法から得られ

た計算値は実測値に比べると全体的に過大評価になる

結果が得られ，特に材齢 91 日目の値の方が計算値と

実測値の差が大きくなる結果となった．この計算値と

実測値に差が生じた理由を分析するため，以下では，

乾燥の影響を受ける前の値である材齢 3日目の段階で

計算値と実測値に差があることに着目して，補正の方

法を検討した． 

コンクリートの硬化時，実部材供試体には剛性の高

い型枠を用いていたため，計算に用いた内部に配置さ

れた鉄筋以上の力で拘束されて初期膨張が小さくなり，

脱型後にも膨張が十分に回復しなかった可能性が考え

られる．実際に脱枠前後の実部材供試体および円筒法

供試体の膨張ひずみの実測値を用いて計算した結果，

脱枠前においては設計の約 2倍の鉄筋量に相当する力

で拘束されていることが分かった．そこで，材齢初期

の拘束による膨張量の違いを補正するため，実測値か

ら逆算して得られた円筒法の膨張ひずみを用いて，材

齢 3日目における円筒法から算出した膨張ひずみの計

算値が実部材の実測値が一致するように補正を行った．

その後，補正後の円筒法の材齢 91 日の膨張ひずみか

ら実部材の膨張ひずみを算出した．これにより，材齢

91 日目の補正後の計算値は実測値に大幅に近づいた．

ただし完全には一致しておらず，やや計算値は過大評

価となった．これは，円筒法のひずみについて，深さ

ごとの各測定点のひずみは互いに完全に独立したもの

と考えて計算したため，乾燥後の膨張ひずみの過大評

価に繋がった可能性があり，今後更なる補正方法の検

討が必要である． 

 

4． まとめ 

・ 円筒法の膨張ひずみから得られた仕事量を深さ

ごとに適用し，実部材の膨張ひずみの算出を行っ

た． 

・ 円筒法から求めた計算値は実部材における実測

値を過大評価したが，剛性の高い型枠による初期

膨張の拘束の影響とともに，円筒法の上下のひず

みの干渉による影響であると考えられた． 
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（a）材齢 3日目（乾燥前） 

 
（b）材齢 91日目（乾燥後） 

図-2 実部材の膨張ひずみの深さ分布 
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